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 トルコにおいて統一地方選挙が 2019 年 3 月 31 日に実施された。高等選挙管理委員会が
公表した非公式結果（開票率 100％）によると、与党連合（公正発展党［AKP］と民族主義
者行動党［MHP］）の全国得票率（県議会選挙得票率を基準）は 51.6％（AKP が 44.3％、
MHP が 7.3％）で、2018 年 6 月の国会選挙での与党連合の得票率 53.7％（42.6％と 11.1％）









 与党連合の得票率が下がった主因は、2018 年にトルコの通貨リラが前年比約 3 割も暴落
したことによる経済状況の悪化に求められる。年後半にインフレ率は 20％程度（食料品で









的な経済状況に不満があっても野党支持に転じず、棄権するからである 2。選挙 1 カ月前で
世論調査では棄権ないし態度未定が約 2 割に達していたが、その多くは与党支持者だったと
思われる。実際、投票率は 84.7％で、2018 年 6 月に行われた国会選挙の 86.2％から 1.5 ポ






 今回の選挙で、全国 81 県のうち与党陣営が市長職を握る県庁所在市の数は、それまでの
55 から 50 に純減した（5 増 10 減）3。与党陣営が県庁所在市を失った 10 県（図 2 の赤色）
のうち 4 県（イスタンブル、アンカラ、アンタリヤ、アダナ）の人口規模は全県中 6 位以内
である 4。 
 特に、上位 2 位のイスタンブル県（経済の中心）とアンカラ県（首都）の県庁所在市を失




 RP は 1990 年代初め、敬虔なムスリムのみならず社会的疎外感を持つ大衆へと支持基盤
を広げる戦略転換を行った。そして、党運動員が有権者と一対一の人間関係を構築すること
を重視する選挙運動を展開した 5。その結果、RP は 1994 年の統一地方選挙で、全国平均
19％の得票率ながらイスタンブルやアンカラを初めとする 28 の県庁所在市（当時の全県 76






年］の後に）受け継いだのが AKP（2001 年結党）だった。 
 このように、特に大都市における市長職の獲得は、総選挙や、議院内閣制から大統領制へ
移行した 2018 年以降の大統領選挙における勝利の鍵となるうえ、政権交代の前兆および引













 トルコにおいて今後 4 年半は選挙の予定はないものの、今回の選挙で AKP が大都市の市
政を喪失したことで、2023 年の大統領・国会選挙における同党の選挙戦略は制約を受ける
ことになる。他方、大都市部で勝利した CHP 出身市長の自由度も限られている。市議会の
大半は AKP と MHP が多数派を握っているため、CHP の市長は難しい議会運営を強いられ







（2019 年 4 月 4 日脱稿） 
 
写真の出典 


















Yasushi Hazama, "Economic and corruption voting in a predominant party system: The 







の県人口規模は 35 位以下である。 
5 運動員は町内の通りごとを担当し、戸別訪問して日常的問題を聞き出し、解決を手助け
するなどして人間関係を築いた後に RP の思想や政策を紹介した。 





















図 1 トルコの実質 GDP変化とインフレ率（2012〜2019年、四半期） 
 
（出所）トルコ統計局ホームページのデータより筆者作成。 
（注）実質 GDP 変化は、季節調整済み前期比。インフレ率は消費者物価上昇率。 
 
 
図 2 2019年統一地方選挙での県庁所在地市長当選結果 
 
 
（出所）トルコ国内紙報道より筆者作成。 
（注）2014 年統一地方選挙と比べて、与野党が県庁所在地市長職を獲得、維持、喪失したかを色別で示し
た。なお、イスタンブル市長選挙については、AKP の異議申し立てにより、一部の投票所の投票結果につ
いて再集計が行われている。 
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2019 年統一地方選挙でのイスタンブル市長選挙投票用紙 
 
